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１．目的 ・ 適用

北海道土木工事書類簡素化ガイド

目 的

○ 本ガイドでは、工事関係書類を必要最小限に簡素化するための方法や削減
可能な工事書類を紹介している。

○ 受注者・発注者及び工事検査員は、本ガイドに基づき工事書類の簡素化に
留意するものとする。

※ ただし、受注者の社内で必要とされる工事書類の作成を妨げるものはない。
法令等に規定された書類の作成は適正に行うものとする。

２

建設業の働き方改革、担い手の確保・育成のためには、就労環境の改善が必
要となりますが、現場作業以外の工事書類の作成は、受注者の大きな負担と
なっており、労働時間の増加の要因となっています。

このため、北海道建設部では、過年度より、継続的に書類の簡素化などに取
り組んできましたが、段階的に進めてきたため、周知不足や不徹底が見受けら
れることから、今回、「北海道土木工事書類簡素化ガイド」を策定し、書類の
簡素化に関するポイントを整理し、また、国の取組を参考に更なる簡素化の取
組を定め、関係者への周知を図るものです。

北海道建設部では、今後も工事書類の簡素化に努めるとともに、工事書類の
電子化などインフラ分野のＤＸを推進し、工事の円滑な施工、働き方改革の推
進に取り組みます。

適 用

○ 北海道の建設管理部が発注する工事のうち、「北海道建設部土木工事共通
仕様書」を適用する工事で、令和６年４月１日以降に入札する請負工事

はじめに

不要な書類を作らない、作らせない︕
〜取組のキーワード〜



２．入札契約事務の電子化

・これまで各建設管理部の閲覧室にあった「公示用設計書」を電子化
・クマオスは、北海道建設部が発注する工事等の見積用参考資料等をインターネット
からＰＤＦ形式でダウンロードできるシステム

・利用者登録を行えば、どなたでも無料で利用可能
・Ｒ５からは、契約締結した工事等の実施設計書（金入り）の提供を開始

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/ksk/qumaos.html

北海道土木工事書類簡素化ガイド

・これまで持参や郵送で提出していた入札参加資格審査申請書や入札書等を
電子入札システムから送信

・事務の簡素化や入札に係る費用の縮減のほか、入札参加者が一堂に会する機会が
減少することで、談合等の不正行為の防止を図る
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②北海道建設部見積用参考資料等提供システムの導入

①電子入札の導入

郵 送 ・ 持 参 → 電 子 化

「紙入札」から「電子入札」へ

見積用参考資料等をインターネットで提供
契約締結した工事等の実施設計書（金入り）の情報提供

３
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③電子契約の導入

北海道土木工事書類簡素化ガイド

契約事務の効率化等のため、電子契約を導入

・「紙契約」のみだったものを、事業者の希望により「電子契約」を可能とした
・契約書の持参や郵送の手続きのほか、事業者の印紙税の負担軽減等を目的に導入

４



④契約保証、前払金保証証書の電子化

北海道土木工事書類簡素化ガイド

・これまで「紙」で提出していた「契約保証証書」について、保証契約を電子とした
場合「電子証書」での契約が可能（金融機関による保証契約は従前どおり）

・「履行保証」等による保険証券等の提出は、当面の間、ＰＤＦ形式で可
・これまで「紙」で提出していた「前払金保証証書」について、保証契約を電子化した
場合、「電子証書」での請求が可能

・請求書は押印が不要のほかメール提出が可能のため、速やかな請求、支払いに寄与

⑤完成後提出書類の電子化

・対象書類は次のとおり

(1) 北海道グリーン購入基本方針に基づく「環境物品等の調達実績（公共工事）」
(2) 北海道グリーン購入基本方針に基づく「環境物品等の調達実績（北海道認定

リサイクル製品及び北海道リサイクルブランド）」
(3) 技能士活用状況報告書（実績）
(4) 木材使用状況報告書

https://www.harp.lg.jp/SksJuminWeb/EntryForm?id=aQkjt3LS

詳細は、建設管理部発注工事「工事完成書類提出サイト」をご覧ください。

契約保証証書を
電子化した場合も同じ

・電子契約の導入に伴い更なる契約事務の効率化のため、電子証書
での契約を可能とした

・前払金保証の電子証書も可とし、前払金の請求や支出事務を効率化

５

工事完成後に提出する書類の一部を「紙」から「電子申請サイト」
への入力、送信する方法に変更（ペーパーレス化）



受注者 発注者

書類作成

（情報共有システム）

情報共有システムを活用し書類は電子データで管理

書類は電子データで管理

北海道土木工事書類簡素化ガイド

着手時協議チェックシートで情報共有対象書類を協議

（情報共有・電子納品ガイドライン【工事編】）

６

書類提出
書類作成

書類管理

工 工 工
事 事 事
書 書 書
類 類 類

紙資料

３．情報共有システム①

・情報共有システムは、書類の作成や受発注者間のやりとりをWEBを通して行うシステム
で、書類を電子データで管理

・「工事書類の処理の迅速化」を図り、建設現場の働き方改革、生産性向上に寄与
・全ての工事において情報共有システムを活用

・工事着手前の事前協議で、受注者が作成すべき書類、発注者が作成すべき書類を明確
化し、役割分担を徹底

書類決裁

３．情報共有システム②



登録の確認にあたり紙資料の提出は不要

７

北海道土木工事書類簡素化ガイド

紙の確認資料・押印不要

準備工着手にあたっての
必要項目











施工計画書

現場組織表

準備工の施工方法

安全管理

緊急時の体制及び対応

再生資源の利用の促進と
建設副産物の適正処理方法
（必要に応じ提出）

工事用道路

休憩所設置

準備工の着手にあたっては、必要最小限の項目について施工計画書
を提出すれば良い

・施工する内容が未確定の箇所は、確定後、施工計画書を提出すれば良い

４．コリンズ（CORINS）登録

５．施工計画書 ①準備工の着手

・

・登録の確認依頼は、コリンズのシステムから監督職員へのメール送信のみ
※ 別途、紙の確認資料の提出は不要

・監督職員はメール送信された登録内容を確認の上、送信されたメールに直接「本件
の登録を認める」こと記載し、返信すれば良い
※署名、押印は不要であり、紙資料の打ち出し不要

・フレックス工期の活用により、工事開始日（工期の始期）が、
契約締結日から１０日を超える場合は、工事開始日（工期の
始期）から１０日以内に提出する

・変更時と工事完成時の間が土・日曜日、祝日を除き１０日に
満たない場合は、変更時の登録は不要

・竣工時の登録は、完成検査の後に登録すれば良い



５．施工計画書 ②追加・変更

北海道土木工事書類簡素化ガイド

・現場組織表に施工体系図の添付は不要

・使用機械のカタログは提示のみで提出不要

・主要資材は施工計画書に一覧表のみ添付

・ICT施工や新技術など、カタログ添付が効率的な場合は、添付してよい

カタログ

提示のみ提出不要

主要資材一覧表

（北海道建設部土木工事共通仕様書 抜粋）

１－１－１－６ 施工計画書
３．～数量のわずかな増減等の軽微な変更で施工計画に大きく影響しない場合に

ついては、その都度の提出を省略できるものとし、後日の提出でよい。

（ 軽微な変更 ）

・工期末の精算変更、施工方法の変更を伴わない工事中の数量の増工などは施工協議

簿で協議する

・変更施工計画書は、変更が生じないページを改めて提出する必要は無い
・項目の追加等によるページ番号、項目番号等の修正を行う必要は無い

・変更施工計画書は、変更箇所のみを抜粋して提出すれば良い

・施工計画に大きく影響しない場合は事前提出不要

８

５．施工計画書 ③添付書類

施工計画書への添付不要

施工体系図



６．使用材料確認承諾願い

北海道土木工事書類簡素化ガイド

（北海道建設部土木工事共通仕様書 抜粋）

１．受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する試験結果表、性能試験結果、ミ
ルシート等の品質規格証明書を受注者の責任において整備、保管し、工事監督員又は
検査員の請求があった場合は、速やかに提示する。

７．工事に使用した材料の品質を証明する試験結果表、性能試験結果、ミルシート等
の品質規格証明書は、受注者が、工事目的物の引渡し後、５年間保管し、発注者の請
求に応じて提示又は提出することとする。

なお、ＪＩＳ規格品のうち、ＪＩＳマーク表示が認証され、ＪＩＳマーク表示がされ
ている材料・製品等（以下「ＪＩＳマーク表示品」という。）については、工事監督員
又は検査員の請求があった場合に、ＪＩＳマーク表示状態を示す写真等確認資料の提示
に代えることとする。

設計図書で指定した材料のみ提出

その他提出不要

・その他は提示のみ

４．受注者は、設計図書において見本又は品質を証明する資料を事前に提出すること
と指定された工事材料について、工事監督員にこれを提出しなければならない。
なお、ＪＩＳマーク表示品については、ＪＩＳマーク表示状態の確認とし、見本又

は品質を証明する資料の提出は省略できる。

1-5-3-2 レディ－ミクストコンクリート

４．受注者は、本条２項(2) （JISマーク表
示認証製品以外）に該当する工場が製造する
レディーミクストコンクリートを用いる場合
は、設計図書及び１－５－３－４ 材料の計
量及び１－５－３－５ 練りまぜの規定によ
ものとし、配合試験に臨場するとともにレ
ディーミクストコンクリート配合計画書及び
基礎資料を確認の上、使用するまでに工事監
督員へ提出しなければならない。

（北海道建設部土木工事共通仕様書 抜粋）

品質証明書

９

・設計図書で指定している材料のみ、事前に品質証明書等を添付して
使用材料確認承諾願いを提出

１－２－２－１ 工事材料の品質



概要は 「工事請負契約における設計変更ガイドライン」を参照

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/ksk/sekkeihennkou_guideline.html

【受注者が実施する部分】

・設計照査の結果を説明するための資料作成

（現地地形図、設計図書との対比図、取り合い図、施工図等）

【発注者が実施する部分】

・照査結果により生じた計画の見直し、図面の再作成、構造計算の再計算、

追加調査等
※ 受注者に作成を指示する場合は、その費用を発注者が負担する

紙資料

ＰＣ・タブレット等を活用

受注者

発注者

ＷＥＢ会議等を積極的に活用

７．設計図書の照査

ＰＣ・タブレット等を用いてＷＥＢ会議の活用に努める

ペーパーレスで、効率化！

・出席者人数分の紙資料の作成しない
・会議資料は電子データで管理

北海道土木工事書類簡素化ガイド

詳細は 「設計図書の照査ガイドライン」を参照

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/ksk/syousa_guideline.html

８．ＷＥＢ会議の活用

１０

照査の結果により生じた計画の見直し、図面の作成、構造計算、
追加調査等の書類作成は発注者の責任で実施

※出席者人数分の紙資料の作成をしない等、可能なものからペーパーレス化に努める

電子化



（１）「フライデー・ノーリクエスト＆マンデー・ノーピリオド」

～月曜日を期限とした依頼を金曜日に行わない（土日の作業を強要しない）

（２）「ランチタイム、オーバーファイブ ノ－ミーティング」

～昼休み時間や午後5時以降の打ち合わせを行わない

北海道土木工事書類簡素化ガイド

北海道建設部では、週休２日の促進や時間外労働の縮減など、建設業におけ
る担い手の育成確保、若者にとって建設業が魅力ある産業であると映るように、
労働環境改善に取り組んでいます。

↑建設管理部ごとにポスターを作成、取組の周知・徹底 １１

９．労働環境改善プロジェクト



○ 期待される効果

回答日を通知することも
ワンデーレスポンス

（※ 回答日は目安でも可）

１０．ワンデーレスポンス

北海道土木工事書類簡素化ガイド

工事施工協議簿

～について、関係機関
と協議が必要なため、
令和○年○月○日に回
答する。

・品質の向上

・技術職員の
スキル向上

・技術の伝承・
向上

・事業効果の
早期発現

・工事目的物の
早期利用

・地域への工事
影響軽減

・品質の確保

・実働工期の確保

・安全の確保

・現場トラブルの
拡大防止

・受注者から発注者への質問等については、「その日のうち」
あるいは「翌日」に回答

協議、相談

回答

１２

・回答に時間を要する場合は、受注者と協議の上、回答期限を
設定する



照査結果により生じた

• 計画の見直し

• 図面の再作成

• 構造計算の再計算

• 追加調査 など

受注者 発注者

発議

協議

既存資料、図面を添付

（内容が確認出来れば良い）
発注者は受注者に

過度な説明資料は求めない

基準類のコピーの添付不要

１１．工事施工協議簿①

１１．工事施工協議簿②

北海道土木工事書類簡素化ガイド

【発注者が作成すべき書類】

発注者が発議する資料は、発注者が作成する

工事施工協議簿

工事施工協議簿

・「設計図書の照査」の範囲をこえるものについては、発注者が作成すべきもの
※ 受注者に作成を指示する場合は、その費用を発注者が負担する

・工事監督員、現場代理人等は、過度な説明用資料の作成や添付を行わないこと

・資料を添付する場合は、極力、既存図面や既存資料を活用

（内容が確認出来れば良い）

・共通仕様書等、HP等で入手可能な一般的な基準類のコピーの添付は不要

共通仕様書等の一般的な

１３

受注者 発注者

添付する資料は、必要最小限かつ簡潔で良い



１２．施工体制台帳

北海道土木工事書類簡素化ガイド

【施工体制台帳の構成】

【施工体制台帳の作成範囲】

・施工体制台帳の
様式は任意

※国で使用している
様式でも可

・資材搬入、調査、運搬、
警備業務等建設工事以
外の契約の記載は不要

・交通誘導業務は、施工
管理に密接に関わる
ため記載する

施工体制台帳は、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関
する法律により、公共工事の受注者は、作成した施工体制台帳の写しを発注
者に提出することとされています。

道発注工事は、請負金額200万円以上の工事及び下請契約を締結する
全ての工事について「施工体制台帳」の写しの提出が必要

１４



北海道土木工事書類簡素化ガイド

【施工体制台帳の構成（①と②を合わせたものが「施工体制台帳」となる）】

【施工体制台帳に添付を必要とする書類】（建設業法施行規則第14条の２第２項）

○発注者との契約書の写し（発注者への提出は不要）

○下請負人が注文者との間で締結した契約書の写し（注文請書及び基本契約書又は
約款等の写し）

○元請負人の配置技術者が主任（監理）技術者資格を有することを証する書面（監理
技術者は「監理技術者資格証」の写しに限る）

○監理技術者補佐を置いた場合は、監理技術者補佐資格を有することを証する書面

○専門技術者を置いた場合は、資格を有することを証する書面（国家資格等の技術
検定合格証明証等の写し）

○主任（監理）技術者、監理技術者補佐及び専門技術者の雇用関係を証明できるもの
の写し（健康保険証等の写し、発注者へは「提示」のみで可）

１５



＋

【作業員名簿】

・「作業員名簿」の変更は、他様式の変更に併せて提出することで可

・発注者への写しの提出にあたり、作業員名簿に添付される書類は省略可

北海道土木工事書類簡素化ガイド

様式等掲載先 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/ksk/youshikisyu.html

他の様式の変更

☆ 入札・契約に関する様式について ☆

入札参加申請や落札・契約後に必要な様式のほか、道発注工事の受注者の

皆様への留意事項を下記に掲載しておりますので、ご確認ください。

・建設業許可や警備業認定証の写し

・請負会社の厚生年金保険や雇用保険加入を証明するものの写し

・監理技術者などの技術者届の写し

・見積依頼書の添付図面

・技術者配置要件以外の資格や実務経歴の写し

【施工体制台帳に添付が不要な書類の例】

１６



施工計画書

・段階確認
○○○○
○○○○

・確認立会
○○○○
○○○○

・材料確認
○○○○
○○○○

施工計画書に反映

施工計画書に基づき

計画的に臨場確認

「取りあえず」の場当たりの
臨場確認は行わないこと

施工計画書打合せで
実施項目、頻度等を確認

「臨場確認の必要性」を
よく確認する

１３．臨場確認②（段階確認、立会）

１３．臨場確認①（段階確認、立会）

北海道土木工事書類簡素化ガイド

・施工計画書作成段階で、受注者と発注者で必要な工種、頻度等を確認し、過度な臨場
確認を行わない

・遠隔臨場の活用は、移動時間の軽減や立会の待ち時間の軽減となり、受注者にとって
も、発注者にとっても効率的な確認立会の実施に効果的

・ただし、遠隔臨場の対象工事は、「監督職員が現場に行かなくて良い」ものではない
遠隔臨場になじまない工種などに配慮する

・遠隔臨場の活用により創出された時間を有効に活用する

１７

施工計画書作成段階で実施項目、頻度等を確認

－ 19 －

発注者

発注者

遠隔臨場を活用し、効率的な施工管理を実施



様式－31

設計値 実測値 差

20.000 20.030
20.000 19.990
20.000 19.995

標準偏差 m± 13.13 No,7
No,8

20.000 19.998
20.000 19.995

-2 標準偏差
-5

測定項目 基準高 Ｈ 測定項目 基準高 Ｈ 測定項目

出 来 形 管 理 図 表

工 種 護岸工

種 別 捨石張り工 測定者 関東三郎 印

略図測
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50% 80%

規格値

規格値

設計値

規 格 値 -50 ～＋50  mm      規 格 値 -50 ～＋50  mm    規 格 値
設 計 値 実 測 値 差 設 計 値 実 測 値 差

測点又は区別 m m mm 測点又は区別 m m mm 測点又は区別

No, 1 20.000 19.990 -10
平 均 値 20.000  20.001       1       No, 2      20.000 20.020    20  平 均 値
最 大 値 30      No, 3      20.000  20.030      30    最 大 値
最 小 値 -10      No, 4      20.000  19.999      -1    最 小 値
最 多 値 -5      No, 5      20.000  19.993      -7    最 多 値
データ数 n=10    No, 6    20.000 19.995    -5 デ ー タ 数

No, 9      20.000 19.993   -7
No,10     20.000 19.997    -3

◀ 監督職員、現場技術員は、

既存資料に実測値を現地で

手書きするなど、

段階確認用の新たな資料作成

は不要

段階確認の結果
添付するのは、

測定結果や設計図等のみ

写真不要

・段階確認用の新たな資料の作成は不要

・工事監督員が臨場した場合は臨場写真・出来型管理写真は不要

１３．臨場確認④（段階確認、立会）

北海道土木工事書類簡素化ガイド

設計図書
（共通仕様書・特記仕様書）で
指定された材料のみ実施

・受注者は臨場確認のための新たな資料の作成は不要
・施工管理業務の現場技術員が確認する際も、上記写真は不要

・設計図書（共通仕様書・特記仕様書）で確認することになっている指定された材
料以外は、不要

１４．材料確認

材料確認は、設計図書において指定された材料のみで良い。

１８

１３．臨場確認③（段階確認、立会）

施工管理業務の現場技術員が工事監督員への説明に使用する資料
は現場技術員が作成

（参考） 現場技術員の業務内容（北海道建設部測量調査設計業務等共通仕様書 概要 ）

• 業務対象工事の契約の履行に必要な資料作成等

•業務対象工事の施工状況の照合等

•地元及び関係機関との協議・調整に必要な資料の作成



▲ ３次元技術を用いた出来形管理（面管理）の場合

測定者 関東三郎 印種 別 レディーミクストコンクリート

様式－32

品 質 管 理 図 表

工 種 セメント・コンクリート
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2.5 規格値

2.0
1.5
1.0

0.0 設計値

-0.5 50% 80%
-1.0
-1.5
-2.0

-2.5 規格値

測定項目 スランプ Ｓ 測定項目 スランプ Ｓ 測定項目 スランプ Ｓ

規 格 値 -2.5 ～ 2.5cm 規 格 値 -2.5 ～ 2.5cm 規 格 値 -2.5 ～ 2.5cm

設計値 実測値 差 設計値 実測値 差 設計値 実測値 差
測点又は区別 cm cm cm 測点又は区別 cm cm cm 測点又は区別 cm cm cm

11/ 5 AM 8.0 7.9 -0.1 11/10 AM 8.0 7.7 -0.3

平 均 値 8.0 8.0 0.0 11/5 PM 8.0 7.7 -0.3 11/10 PM 8.0 7.6 -0.4
最 大 値 8.0 9.2 1.2 11/ 6 AM 8.0 7.0 -1.0 11/10 AM 8.0 8.0 0.0
最 小 値 8.0 7.0 -1.0 11/6 PM 8.0 9.2 1.2 11/10 PM 8.0 8.2 0.2
最 多 値 8.0 7.7 -0.3 11/ 7 AM 8.0 8.2 0.2
データ数 n=14 11/7 PM 8.0 8.1 0.1
標準偏差 m±0.49 11/ 8 AM 8.0 7.7 -0.3

11/8 PM 8.0 7.7 -0.3

11/ 9 AM 8.0 8.1 0.1

11/9 PM 8.0 8.3 0.3

１５．出来形・品質管理

社内検査の都度、工事監督員に提示、工事完成検査時等に提出する

北海道土木工事書類簡素化ガイド

・出来形とりまとめに計測状況写真の添付は不要

・任意様式のため、管理項目を確認する
・北海道開発局等の様式を使用できる

・受注者の押印（社印）は不要
・添付する確認資料は、社内検査時に使用した
資料を添付する等、簡素化に留意する

出来形測定結果表

出来形管理図表（面管理）

品質管理図表

（写真、図面、野帳等）

確認資料

仕様書の管理項目が記載されていれば、任意様式でよい

１９

１６．社内検査



・作業日毎に提出する必要は無く、確定している作業日を集約して提出しても良い

現場で施工した金額
工程％ ＝

請負代金額

※ 休日・夜間作業届

１７．工事履行報告書

北海道土木工事書類簡素化ガイド

・施工協議簿の活用など書面（情報共有システム含む）で行う
（※口頭のみでの連絡は不可）

受発注者間での工程の確認は、実施工程表で実施
※ 実施工程表は、提出不要とし、「提示」とする

・受注者は、履行報告（予定）について、完成
月までの予定工程を履行報告書に記載し、工
事監督員に、履行報告（実績）の初回報告時
に提出する

・受注者は、施工計画書に記載されている計画
工程表と実施工程が大きく変更となる場合、
実施工程表等を工事監督員に提出すること
なお、提出様式については任意とする

２０

実施工程％は、「請負代金額」と「現場で施工した金額」で算出

事前に報告内容・報告方法を、工事監督員と協議しておく

・「作業日」、「作業時間」、「作業内容」、「緊急連絡体制」が把握できれば良い

工事施工協議簿

（例）
下記のとおり休日作業を行いますので報告します。

・作業予定日 ：令和○年○月○日
・作業時間 ：AM9:00～AM12:00
・作業内容 ：道路土工（R側法面整形）
・緊急連絡体制：現場代理人 北海 太郎

携帯電話 ○○○－××××－△△△△

専務取締役 北海 花子
携帯電話 ○○○－××××－△△△△
会社電話 ○○○－××××－△△△△

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



１８．産業廃棄物管理表（マニフェスト）

メ－カ－名 ○○○○○
形式名○○○○○○
指定番号 ○○○○○

２０．特殊車両通行許可証

北海道土木工事書類簡素化ガイド

安全訓練関係書類

提示のみ提出不要

・安全教育及び安全訓練等の実施状況を記
録した資料は、受注者が整備・保管する
が、監督職員の請求があった場合に提示
できる体制とし、提出は不要

・施工状況写真のうち、廃棄物の運搬及び処理について撮影を省略する

・特殊車両の走行中の写真撮影は不要

排ガス・低騒音機械確認写真

写真撮影不要

・確認は、工事監督員、現場技術員が現場で
稼働している建設機械を確認する
（施工プロセスチェックリストを活用）

・工事監督員、現場技術員は写真の提示を求
めないこと

・受注者は、建設機械、資材の運搬にあたり、道路法第４７条第１項、車両制限令第
３条における一般的制限値を超える車両を通行させようとする場合は、運搬資機材
毎に運搬計画（車種区分、車両番号等、車両諸元及び積載重量、資材の積載限度数
量、通行経路、許可証等の有効期限等の確認方法と確認頻度）を作成し、施工計画
書に記載する

・契約数量の根拠としてもマニフェストのコピーの提出は不要
・契約数量の根拠は、集計表のみの提出とし、マニフェストの提示を受けた工事監督員
が集計表を確認

１９．排出ガス対策型・低騒音型建設機械の写真

使用する建設機械の写真撮影は不要

許可証は監督職員から請求があった場合のみ提示、提出は不要

２１．安全教育・訓練等の実施状況資料

安全教育・訓練等の実施状況資料は提出不要

２１

マニフェストは工事監督員への提示のみ、コピーの提出は不要



5．創意工夫 【施工関係】 5 項目
【品質関係】 2 項目
【安全管理関係】 2 項目 計 9 項目

6. 社会性等 【地域への貢献等】 4 項目 計 4 項目

作成不要

項目を超える提出をしても加点されない

２３．創意工夫・社会性等に関する実施状況

２２．工事現場の現場環境改善

北海道土木工事書類簡素化ガイド

様式は任意
（参考様式）

・土木工事写真管理基準に基づき撮影した写真は必要

説明資料は簡潔に作成する（様式は任意）

・「工事施行成績評定基準」では、創意工夫・社会性等の評価項目について、
下記の項目を評価対象としている

実績報告書

２２

実施報告書、実施写真（様式にまとめたもの）は作成不要

・各分類の上限を超えるものについては加点とならないので、過度に作成する
必要がないことに留意

・評価項目分類の重複に注意する

【工事成績評定基準】



工 工 工
事 事 事
書 書 書
類 類 類

２４．工事検査①

不要な書類を作成しても工事成績評定では評価されない

北海道土木工事書類簡素化ガイド

・電子で提出する写真管理データのほかに検査用に紙でダイジェスト版を作成し提出

・施工計画書等に検査員が確認しやすいようインデックスを付けて提出

評価しない

『書類の見栄えが工事成績評定に影響することはありません！！』

・工事検査員は、電子データで検査を行い、別途、紙の書類の提示を求めないこと

◆必要以上の工事書類の作成例

【END】
２３

電子データにより提出された書類は電子データで実施

２４．工事検査②

紙資料不要

こんな資料、あったらいいよね〜︕
こうした⽅が⾒やすいよね〜︕

〜ＮＧワード〜

『検査員の発言も同様です。間違っている記載内容でなければ

良いので、趣味嗜好で余計な作業をさせてはいけません！』



「北海道土木工事書類簡素化ガイド」 はコチラ

▼ 北海道建設部建設政策局建設管理課HP

ＴＥＬ：０１１－２０４－５５８９（直通）

北海道建設部建設政策局 建設管理課技術管理係

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/ksk/

teisyutsusyorui_guideline.html

問い合せ先


